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入 札 公 告（建設工事）

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 26年１月 17日

支出負担行為担当官
近畿地方整備局長 池内 幸司

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 27

〇第１号
１ 工事概要
\ 品目分類番号 41

] 工事名 近畿自動車道紀勢線トンネル換気
設備新設工事（電子入札対象案件）

^ 工事場所
（自）和歌山県西牟婁郡白浜町富田地先
（至）和歌山県新宮市木ノ川地先

_ 工事内容
ジェットファン設備 製作・据付 ５台、
ジェットファン設備 移設 14台、計測設備
製作・据付 １式、操作制御設備 製作・
据付 １式、故障診断設備 製作・据付 １
式、遠方監視操作設備 製作・据付 １式

` 工期 契約締結日の翌日から平成27年６月
30日まで。

a 使用する主要な資機材
ジェットファン（高風速形、ＪＦ`1250Ｘ）
５台

b 本工事は、価格以外の要素と価格を総合的
に評価して落札者を決定する総合評価落札方
式のうち、品質確保のための体制その他の施
工体制の確保状況を確認し、施工内容を確実
に実現できるかどうかについて審査し、評価
を行う施工体制確認型総合評価落札方式及び
契約締結後に施工方法等の提案（総合評価に
係る提案を除く。）を受け付ける契約後ＶＥ方
式の試行工事である。

c 本工事は、競争参加資格確認申請書（以下
「申請書」という。）及び競争参加資格確認資
料（以下「資料」という。）の提出及び入札を
電子入札システムで行う対象工事である。
なお、例外的に電子入札システムによりが
たいものは、発注者の承諾を得て紙入札方式
に代えるものとする。

d 本工事は、受発注者間の双務性の向上とと
もに、契約変更等における協議の円滑化を図
るため、契約締結後、受発注者間の協議によ
り総価契約の内訳として単価等を合意する
「総価契約単価合意方式」の対象工事である。

単価等の合意にあたっては、単価等を個別
に合意する方式（以下「単価個別合意方式」
という。）によるものとするが、協議開始の日
から14日以内に単価個別合意方式による協議
が整わない場合は、単価を包括的に合意する
方式である「単価包括合意方式」によるもの
とする。
なお、総価契約単価合意方式の実施の詳細
については、「総価契約単価合意方式実施要
領」及び「総価契約単価合意方式実施要領の
解説」によるものとする。

e 本工事は平成26年度予算が成立し予算示達
がなされることを条件とするものであり、予
算成立の事情により本工事の入札日を変更す
る場合や、取りやめる場合がある。

２ 競争参加資格
競争参加資格者は、次のすべての事項に該当
する者とする。
\ 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165

号）第70条及び第71条の規定に該当しない者
であること。

] 近畿地方整備局における機械設備工事に係
る一般競争参加資格の認定を受けていること
（会社更生法（平成14年法律第154号）に基
づき更生手続開始の申立てがなされている者
又は民事再生法（平成11年法律第225号）に
基づき再生手続開始の申立てがなされている
者については、手続開始の決定後、近畿地方
整備局長が別に定める手続に基づく一般競争
参加資格の再認定を受けていること。）。

^ 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（上記
]の再認定を受けた者を除く。）でないこと。

_ 平成10年度以降に元請として完成し、引渡
しが完了した下記Êの要件を満たす工事（発
注機関は問わない。以下「同種工事」という。）
の施工実績（以下「同種工事の実績」という。）
を有すること（共同企業体構成員としての実
績は、出資比率が20％以上の場合のものに限
る。ただし、異工種建設工事共同企業体（以
下、「異工種ＪＶ」という。）等の乙型共同企業
体構成員の場合は、出資比率にかかわらず各
構成員が施工を行った分担工事の実績に限
る。また、事業協同組合構成員の実績は認め
られない。）。

Ê 道路トンネル換気設備（ジェットファン
設備又は送排風機設備）工事（ジェットファ
ン本体又は送排風機本体を含む新設又は修
繕）
なお、経常建設共同企業体（以下「経常Ｊ
Ｖ」という。）にあっては、構成員のうちの１
社が平成10年度以降に元請として完成し、引
渡しが完了した同種工事の実績を有するとと
もに、その他の構成員はそれぞれ平成10年度
以降に元請として完成し、引渡しが完了した
下記Ëの要件を満たす工事（発注機関は問わ
ない。）の施工実績（以下「その他構成員の実
績」という。）を有すること（共同企業体構成
員としての実績は、出資比率が20％以上の場
合のものに限る。ただし、異工種ＪＶ等の乙
型共同企業体構成員の場合は、出資比率にか
かわらず各構成員が施工分担を行った分担工
事の実績に限る。また、事業協同組合構成員
の実績は認められない。）。
Ë 道路トンネル換気設備工事
同種工事の実績及びその他構成員の実績が
国土交通省が発注した工事のうち入札説明書
に示すものに係る実績である場合にあって
は、工事成績評定点合計が入札説明書に示す
点数未満であるものを除く。

` 次の基準を満たす監理技術者又は主任技術
者（以下「配置予定技術者」という。）を当該
工事に配置できること。
ただし、現地での据付期間については、専
任で配置できること。（現地での据付期間は平
成26年12月から平成27年６月を予定してい
る。）
なお、製作現場（工場）の配置予定技術者
（同種工事の資格要件「下記２）」を除く。）と
据付現場の配置予定技術者は同一でなくても
よい。
１）機械工学、建築学または電気工学に関す
る学科を卒業後、高校は５年以上、大学・
短大・高専は３年以上の機械器具設置工事
の実務経験を有する者又はこれと同等以上
の資格を有する者であること。
２）平成10年度以降に元請として完成し、引
渡しが完了した上記_Êの要件（ただし、
「製作」の実績を除く。）を満たす工事（発
注機関は問わない。）の経験（以下「同種工
事の経験」という。）を有する者であること

（共同企業体構成員としての経験は、出資
比率が20％以上の場合のものに限る。ただ
し、異工種ＪＶ等の乙型共同企業体構成員
の場合は、出資比率にかかわらず各構成員
が施工を行った分担工事の経験に限る。）。
同種工事の経験が国土交通省の発注した
工事のうち入札説明書に示すものに係る経
験である場合は、工事成績評定点合計が入
札説明書に示す点数未満であるものを除
く。
３）配置予定技術者が、監理技術者の場合は、
監理技術者資格者証及び監理技術者講習修
了証を有する者であること。
４）配置予定技術者（及びその他構成員の配
置予定技術者）については、直接的かつ恒
常的な雇用関係（申請書及び資料の提出期
限の日以前に３ヶ月以上の雇用関係）があ
ること。
なお、経常ＪＶにあっては、構成員のうち
の１社が上記１）から４）までの基準をすべ
て満たす配置予定技術者を当該工事に配置
（現地での据付期間については専任で配置）
できるとともに、その他の構成員も主任技術
者を当該工事に配置（現地での据付期間につ
いては専任で配置）できること。
また、申請書及び資料の提出時に配置予定
技術者の候補者を特定できない場合は、複数
の候補者とすることができるが、上記の基準
を満たすことが確認できない候補者がいた場
合は、その候補者以外の者を配置予定技術者
とすることで競争参加資格を認めるものとす
る。

a 技術提案にあたっては、入札説明書及び図
面等を参考として、適切な提案を立案し、そ
の内容を示した申請書及び資料を提出するこ
と。その記載内容が適正でない（未記載を含
む。）場合は競争参加資格を認めない。

b 本工事に経常ＪＶとして申請書及び資料を
提出した場合、その構成員は単体として申請
書及び資料を提出することはできない。

c 申請書及び資料の提出期限の日から開札の
時までの期間に、近畿地方整備局長から工事
請負契約に係る指名停止等の措置要領（昭和
59年３月29日付け建設省厚第91号）に基づく
指名停止を受けていないこと。
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